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今月のお題：
ソースコードの開示については
果たして請求され得るのか？（その2）

誤解にもとづく法的知識は役に立たない

オープンソース
ライセンス概論

最 終 回

新

text : 弁護士・寺本振透

Teramoto  Sh in to
西村ときわ法律事務所パートナー。1963年生まれ。

1987年に弁護士登録。主な業務分野はベンチャーキ

ャピタルファイナンスと知的財産関連ファイナンス。
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Q.オープンソースのソフトウェア製品
は、独自に改変した場合であっても、第

三者からソースコードの開示が請求され

るのではないだろうか？　オープンソー

スのライセンス契約に照らしてみても、開

示する必要がないと自分が信ずる部分ま

でも無理矢理公開されると困るのだが。

A.
I.議論の前提となる
状況を把握しよう
誰かがオープンソースのソフトウェア製

品（以下「ソフトウェア製品（0）」）を作成し、

GPL（前号参照）［注1］を適用して配布し

ている。あなたは「ソフトウェア製品（0）」

を改変して別のソフトウェア製品（以下「ソ

フトウェア製品（1）」）を作成した（図1）。

あなたは、「ソフトウェア製品（1）」のオブ

ジェクトコードを広く一般に配布している。

従ってGPLによれば、そのソースコードも

公開すべきものとなる（前号参照）［注2］。

このような場合に、誰かが、あなたに対

して「ソフトウェア製品（1）」のソースコー

ドの公開を直接的に強制することはでき

るのだろうか？

II.利用者はソースコード
の公開を請求できるか
ソフトウェア製品（1）のオブジェクトコー

ドを利用するに過ぎない者は、著作権法

上、「ソフトウェア製品（0）」に対しても、「ソ

フトウェア製品（1）」に対しても、なんら権

利を持っていない。したがって、彼らは、著

作権法にもとづいて、あなたに対して何ら

かの請求をすることはできない。

では、あなたとソフトウェア製品（1）の

オブジェクトコードの利用者の間には、何

らかの契約があるのだろうか？

あなたは、「ソフトウェア製品（1）」のオ

ブジェクトコードの著作権を持っているか

ら、著作権法によれば、他人に対して「勝

手に当該コードを複製するな」と請求する

権利を持っているはずである。コンピュー

タ上で「ソフトウェア製品（1）」を利用する

ということには、そのオブジェクトコードの

複製を伴うはずである。したがって、あな

たは、他人に対して、「ソフトウェア製品

（1）」を利用するな、と言えるはずである。

ところが、あなたは、他人による「ソフト

ウェア製品（1）」の利用を認めている。し

かも、あなた自身が「ソフトウェア製品（1）」

のオブジェクトコードを配布したのである

から、それは、単なる「黙認」ではないはず

だ。ということは、あなたは、「ソフトウェア

製品（1）」の利用に関して、それを利用し

ようとする他人に対して、何らかの「ライセ

ンス」を行ったということになるのだろう。

では、そのライセンス条件は何だったの

だろうか？ 「ソフトウェア製品（0）」を利

用する者は、「そのライセンス条件はGPL

そのものだったはずだ」と主張したいかも

しれない。確かに、「ソフトウェア製品（0）」

の著作権者とあなたとの関係を律するラ

イセンス条件はGPLであった。そして、

GPLによれば、あなたが「ソフトウェア製

品（1）」を配布するときは、そのライセンス

条件もGPLでなければならないはずであ

った。もっとも、「ソフトウェア製品（1）」を

利用する者は、「ソフトウェア製品（0）」の

著作権者とあなたとの間に仮に契約があ

ったとしても［注3］その当事者にはなり得

ない［注4］（図2）。ということは、「ソフト

［注1］ GPLについては次の を参照。

http://www.fsf.org/licenses/gpl.html

［注2］ GPLによっても「ソフトウェア製品（1)」のソースコードを公開する必要がない場合は、そもそも、今回の議論の対象にすらならない。

［注3］ そもそも、それが契約であったかどうかすら、かなり怪しいのではあるが。前号参照。

［注4］ まれに、オープンソース製品を利用した者はそれだけでオープンソースコミュニティに入ったのだから、コミュニティーのルールに拘束されるなどと主張する法律家も存在するよう

ではあるが、もちろん、妄言の類である。いつから、オープンソースコミュニティーが、そんなに狭量になったのか、教えていただきたいものである。
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図1 議論の前提となる状況を把握する
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ウェア製品（0）」の利用者は、それにもと

づいて、あなたに対して何らの請求もでき

ないということになる。つまり、「ソフトウェ

ア製品（0）」の利用者は、自分とあなたと

の間のライセンス条件をGPLに準拠させ

よという請求も、GPLにもとづいてソース

コードを開示せよという請求も、法的に強

制力を持たせる（つまり、裁判所が認める）

ことはできないはずである。

「ソフトウェア製品（1）」の利用者は、あ

なたがGPLに違反していると言って社会

的に非難されるようにするか［注5］、また

は、「ソフトウェア製品（0）」の著作権者に

情報を提供して、次項に述べる圧力がか

けられることを期待するほかない［注6］。

あなたが「ソフトウェア製品（1）」の利用者

との対応において考慮すべき要素は、法

的なものというよりは、政治的なものが中

心となろう。

III.「ソフトウェア製品（0）」
の著作権者ができること
II.に対して、「ソフトウェア製品（0）」の利

用に関する、その著作権者とあなたとの間

のライセンス条件が、GPLであることに、

ほぼ疑いはない。では、「ソフトウェア製品

（1）」のソースコードを利用者に提供しな

いあなたのやり方を快く思わない場合、

「ソフトウェア製品（0）」の著作権者は、あ

なたに対して、ソースコードの公開を「法的

に」請求することはできるのだろうか？

A.「ソフトウェア製品（0）」の著作権者と

あなたとの間には契約がないという考え

方を採用した場合

GPLが契約ではなく、単にライセンサー

の一方的な宣言に過ぎないという考え方

を採った場合には、「ソフトウェア製品（0）」

の著作権者がGPL所定の条件を破ったあ

なたに対してできることは、著作権法に基

づく著作権の行使に限られる。著作権に

は、あなたに「ソフトウェア製品（1）」の利

用者にソースコードを提供することを強制

できる権利は含まれていない。

結局、「ソフトウェア製品（0）」の著作権

者ができることは、あなたに対して「ソフト

ウェア製品（0）」の複製や改変等を著作権

にもとづいて禁止することによって、あな

たが自主的にソースコードを利用者に提

供するように圧力を加えることまで、とい

うことになる。

B.「ソフトウェア製品（0）」の著作権者と

あなたとの間に、GPLの内容どおりの契

約があるという考え方を採用した場合

1. GPL Section 3は、「ソースコードを

伴うならば、ソフトウェア製品（1）を配

布してかまわない」とは読めるが、「ソ

フトウェア製品（1）を配布してしまっ

たならば、そのソースコードを配布せ

よ」とは読めない。前者の場合、「ソ

フトウェア製品（1）」の配布がライセ

ンス条件違反となるから、「ソフトウェ

ア製品（0）」の著作権者はあなたに

対して、「ソフトウェア製品（1）」の配

布を禁止できる。後者の場合、「ソフ

トウェア製品（1）」の配布がライセン

ス条件違反なのかどうかよくわからな

い。GPLは、もちろん、前者の効果

を狙っていたはずである。

2. 万一、GPLが「ソースコードを配布せ

よ」と規定していると読めるとしても、

「ソフトウェア製品（0）」の著作権者が

あなたに対してソースコードの配布を

あからさまに強制することは、法的に

は困難である。ソースコードの所在
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図2 「ソフトウェア製品（1）」を利用する際のライセンス条件は？

［注5］ もちろん、企業としては、社会的な評価が大切だから、このような圧力を無視するわけにはいかないだろう。しかしながら、法的な請求と、事実上の要求とを区別して対処するこ

とは重要である。

［注6］ だからこそ、このような情報提供を促すべく、http://www.fsf.orgには、“What to do if you see a possible GPL violation”（http://www.fsf.org/licenses/gpl-violation.html）という

記述があるのだとも言える。
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が明らかでない以上、裁判所があな

たに代わって無理矢理ソースコードを

配布すること（いわゆる代替執行）は

困難であり、せいぜい、間接強制しか

できない。だとすれば、あなたがGPL

の条件に反した以上、もはや、「ソフ

トウェア製品（0）」の著作権者があな

たに対して著作権の行使を遠慮する

理由がないことを前提に、あなたによ

る「ソフトウェア製品（1）」の複製およ

び配布を差し止めてあなたに圧力を

加える方がよほど効果的である。そも

そも、GPLは、このような著作権の力

に依存するものであって、著作権が有

する力を超える何か神秘的な力を持

っていると考えるのは、幻想以外の

なにものでもない。

IV.結論
結局、あなたがオープンソースのソフト

ウェア製品を改変した場合、改変後のソ

フトウェアのソースコードの開示を直接的

に強制する手段は、誰も持っていないと

考えるべきである。

オリジナルのソフトウェア製品の著作権

者は、著作権の行使によって、あなたに対

して、当該ソフトウェア製品の派生的著作

物［注7］の複製および頒布を禁止するこ

とはできる。しかし、そのためには、裁判

所において、あなたが複製および頒布して

いるソフトウェア製品が、オリジナルのソ

フトウェア製品の派生的な著作物である

ことを立証しなければならない。

あなたが、オープンソースのライセンス

契約に照らしても開示する必要がないと

自分が信じる部分について開示しないこ

とは正当であるし、それを無理矢理公開さ

せることもできない。問題になるのは、あ

なたがそのように信じたのが正しいか否

か（つまり、あなたによる派生的著作物の

範囲の解釈が正当か否か）である。

V.不確かな法的知識を
排除せよ
我々は取引を行う際に、何らかのリスク

を負わなければならない。なぜならば、リ

スクのない取引は存在し得ないからであ

る。重要なのは、「これから行おうとする

取引に関して生じ得るリスクがどのような

ものなのか」また「それは法的にどのよう

な筋立てのものであるか」を正確に認識

することである。企業や官庁には、しばし

ば、不確かな法的知識にもとづいて「あれ

も駄目、これも駄目」と難癖をつけるが、な

ぜ駄目なのか、あるいは、どれくらい駄目な

のかはまったく分析できていない人 ［々注

8］が巣食っている。

GPLは決して理想的なライセンス条件

ではないし（そもそも世の中に理想的なラ

イセンス条件などありはしない）、神格化

して畏れる必要などまったくない。オープ

ンソースを普及させよう、利用させようと

する者こそ正確な法的知識を持ち、GPL

をはじめとするオープンソースのライセン

ス条件が持つ長所と短所、そして限界を

十分に認識しておくべきである。

筆者は、オープンソースの未来を信ず

るものであり、その普及のために微力を尽

くすものである。だからこそ、たかがオー

プンソースのライセンス条件ごときを絶対

化するばかりか、そこに存在しない効力ま

でもが存在するかのような嘘偽りを声高

に唱えるような人たち［注9］にくみするこ

とはできない。

［注7］ GPLがあなたによる配布を制御しようとするプログラムの範囲が派生的著作物よりも広かったとしても、著作権による複製または配布の差止ができるのは、著作権法上の派生

的著作物までである。

［注8］ 彼らには、しばしば「コンプライアンス屋」という蔑称が冠せられる。

［注9］ そんなことをしている愚か者には、いわゆるベイパーウェア（計画だけ公表されていつ出荷されるかわからないようなソフトウェア製品）をぶち上げがちなプロプライエタリーなソフ

トウェア製品の業界を非難する資格はない。
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